
創業︓
 既存のビジネスモデル
 持続性重視

⼩中学⽣
⾼校⽣

⼤学⽣

社会⼈

⾃治体(多数) ⾦融機関⽀援センター商⼯会・商⼯会議所 インキュベーション
マネージャー

ベンチャー
キャピタル⾃治体(⼀部) 経産局

⾃治体(⼀部) ⾼校・⼤学

・エンジェル税制 など
・ストックオプション税制

・J-startup
・官⺠イノベーションプログラム

・⼥性起業家⽀援ネットワーク構築事業
・EDGE-NEXTプログラム(⽂科省)

など・起業家教育事業
・創業⽀援等事業計画

国の事業

国の事業

起業予備軍 モデルの選択
スタートアップ︓
 ⾰新的なビジネスモデル
 成⻑重視(より早いスピードで⼤きな経済的価値を得る)

第⼆創業や上場などの新展開による
⽅向転換は起こり得る

経産局

直接⽀援

起業家教育

間接⽀援

直接⽀援

（注）本資料は、創業・スタートアップ⽀援の概念整理を⽬的に作成したものであり、
資料中の⽤語や各機関の位置付けは、国が公式に定義したものではありません。

創業・スタートアップ⽀援の全体像(現状) 作成︓東北経済産業局産業技術⾰新課
（2021年4⽉）


